
齊藤	 JTCホールディングス会長

のご就任、おめでとうございます。

まず、会長の日本銀行時代の仕事に

ついてお聞かせいただけますか。

田中	 私は、日本銀行でIT部署以

外のセクションをほとんどすべて経

験しました。日本銀行は「金融政策

を行う公的機関」としてのイメージ

が強いですが、中央「銀行」業務を

営んでいるのです。

　金融政策というのは、まずもって

日本銀行の行う中央銀行業務に関す

る方針、民間銀行で言うところの営

業方針なのですが、それが国民経済

的にもあるいは世界経済にも非常

に重要な意味がある故に、「金融政
4

策
4

」という言葉で呼ばれているの

です。

　日本銀行で行っている仕事は、政

策決定会合での政策決定で完結する

わけではありません。実際に銀行の

業務、つまり金融機関から預金をお

預かりして決済する、銀行券を発行

する、あるいは貸出や国債等を売買

するといった業務分野があります。

さらに、その業務を実際にどう運用

するかという業務の制度設計という

日銀も銀行
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TCSBのほうは、もちろん信託業務

もありますが、生命保険会社からの

事務の包括的アウトソーシング、あ

るいは機関投資家からの常任代理人

業務というところに強みがありま

す。両社が得意とするところが違っ

ておりますので、ちょうどこの両社

がお互いの強みを生かし合える、補

完し合える統合になっています。

　もちろん、規模の利益もありま

す。2021年頃を目途に両社（実

際には、JTCホールディングス及

び傘下の2信託銀行の3社）の合併

を目指しておりますが、メリットを

出していける可能性が高い統合だと

思っております。

齊藤	 統合後の預かり資産は700

兆円となります。日本国内では、ナ

ンバーワンの資産管理信託銀行にな

ります。成長の余力というのでしょ

うか、この点についての展望はいか

がでしょうか。

田中	 今、世界経済全体は3％から

4％くらいの間で成長しておりま

す。先進国ではこの水準よりも少し

低く、途上国は高いというのがトレ

ンドとして続いているわけです。

　グローバルベースでみると、この

3％から4％くらいの世界経済の成

長のスピードに見合って、資産管理

のビジネスも当然、大きくなってい

くと思います。そうした中で、私ど

もの仕事は、お客様からお預かりし

た資産の決済事務を行うことにある

訳ですが、この業務は資本集約的な

側面が今なお強いため、事務の品質

を上げながら規模の経済を働かせう

る分野だと期待しています。

　資産管理のマーケットは成熟した

マーケットのようにも見えますが、

論して重要事項を決定するボードが

設置され、実際に機能したのは、日

本銀行が初めてだったと思います。

　その後、ほかの公的組織も日本銀

行のガバナンス構造をモデルにさま

ざまに工夫されながら設計されてい

きました。

齊藤	 この度、日本トラスティ・

サービス信託銀行（JTSB）と資産

管理サービス信託銀行（TCSB）

の経営統合にあたり、JTCホール

ディングスが設立されました。統

合・合併に期待するところについて

お聞かせいただけますか。

田中	 組織の統合・合併は、ステーク

ホルダーの経済合理性による判断が

基本ではあると思います。しかし、会

社組織にはそれぞれの生い立ちもあ

ります。さまざまな経営の経緯と歴

史を背負っており、それぞれの組織

の文化というものがあります。経営

統合をすることだけで大きな経営課

題の解決策になるかどうか、実はそ

れほど簡単な問題ではないと思って

おりました。統合は経営課題解決の

ための有力な選択肢の一つであるこ

とは間違いありませんが、常に正し

い選択肢とは限りません。

　しかし、JTSBとTCSBの経営統

合については、非常に理にかなう素

晴らしい判断を株主の皆様はされた

と思っています。

　両社の業務内容をよくよく見ます

と、JTSBのほうは、信託業務に強

みがあり、投資信託や年金等の信託

商品のシェアが非常に高い。一方、

仕事があります。民間銀行でいうと

ころの営業企画、業務企画部にあた

ります。私はそちらの仕事も結構長

く携わってきました。その経験を通

じて、銀行の経営にとっての事務・

実務の重要性については、常々認識

していたつもりです。

齊藤	 田中会長は、98年に施行さ

れた新日銀法の策定メンバーとお聞

きしています。

田中	 日銀法の改正、それを踏まえ

た新しい日本銀行の組織運営に関す

る制度設計にも携わりました。

齊藤	 当時、日本銀行の独立性をど

う確保するか盛んに議論されていま

した。この点について相当、気を配

られたのではないかと思いますが、

いかがでしょうか。

田中	 日本銀行の独立性の確保は法

改正の一つの大きなテーマでした。

独立性を担保するための具体的な制

度として、日本銀行の政策委員会を

どのように構成・設計するかという

ことが非常に重要なテーマでした。

　さまざまな議論の末に、現在の合

議制による政策委員会の形ができあ

がりました。総裁と副総裁2人の計

3人が執行部として入り、それ以外

の6人は日本銀行での業務執行の役

割のない審議委員という形で参加さ

れています。

　これは、コーポレートガバナンス

という観点からも全く新しいタイプ

の組織であり、非常に大きな成果

だったと思います。当時の日本で、

社外役員的な役割の方が過半数を占

めるボードは殆どなかったのではな

いかと思います。しかも、下から上

がってきた案件に単にお墨付きを与

えるのではなく、本当にその場で議

相互補完の統合
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事務品質が高いところに、
競争優位を持っています

やはり底流ではさまざまな技術革新

が進んでおります。新しい技術を利

用した新しいサービスをできるだけ

早期に提供できるよう、努めていき

たいと考えています。

齊藤	 もう、国内というよりもグ

ローバルベースで見たほうがよい規

模ではないでしょうか。

田中	 700兆円という規模は、恐

らく資産管理銀行では世界で8位く

らいになると思われます。日本の金

融機関で世界のトップ10に入って

いる金融機関は少なく、この規模ゆ

えに、私どもが思っている以上に海

外の方々からのこの経営統合に対す

る関心は高いと感じています。

　ただ、海外の大手の資産管理銀行

とは成り立ちも違い、私どもの場

合、資産管理業務に特化していると

いう点で、業務内容、顧客層に違い

があります。多様な業務展開を図っ

ている海外の大手に迫り、追いつく

ことは、一朝一夕には難しいと思い

ます。

齊藤	 統合後の新銀行の経営方針と

課題についても、お聞かせいただけ

ますか。

田中	 新しい会社の経営理念につい

う色彩が強いと思います。もちろ

ん、民間の企業ですし、パブリック

セクターに属しているわけではあり

ませんが、やはり社会全体の、国民

生活全体のために役に立つ金融イン

フラを運営している組織である、と

いうことは間違いないわけです。

　こうした社会インフラであるとい

うことは、私どものグループ経営で

は重きを置いているポイントとなっ

ています。

　株主あるいは従業員を含めたさま

ざまなステークホルダーに対して統

合のメリットをなるべく早く出して

いきたいという気持ちは非常に強

いですが、同時に社会インフラとし

て、この統合を安全確実にやってい

くことも極めて重要だと思っており

ます。決済が滞るようなことがあれ

ば、大きな混乱を招きます。そういう

意味で、拙速が許される組織ではな

いということは強く感じております。

齊藤	 一方で、これ程の規模になり

ますとグローバルベースでも十分戦

えるのではないかと思います。今後

のグローバル面での経営展開につい

てはどのようにお考えでしょうか。

田中	 そうですね、思いは大きいで

す。思いは大きいですけれども、大

きい思いを先に語るとつまずくと思

います。

　今私どもが解決しなければいけな

いのは、違う組織から発生した2つ

の組織、カルチャーも違う、事務の

プロセス、システムも違うという2

つの銀行を、まずは一つの形にする

ということです。両社は同業であ

り、働いている人々のメンタリティ

も基本的には同じだとは思います

が、それでも2つの組織を1つにま

て、経営内部で随分議論を重ねまし

たが、資産管理の世界では大きな環

境変化が続いております。変化に対

応し、高品質なサービスを提供し続

けていくということは結構大変なこ

とです。

　たとえば、今後、証券決済関係

の制度変更があります。2018年

度の国債の「T＋1」化に続き、

2019年度には、株式の「T＋2」

化がスケジュール化されています。

それから、陛下のご退位に伴う元号

対応という課題もあります。

　私どもは、決済システムの一翼を

担っておりますから、他のさまざま

な決済機関とつながっています。日

本銀行（日銀ネット）、全国銀行協

会（全銀システム）、証券保管振替

機構（決済照合システム等）、加え

て、SWIFTなど海外との接続ネッ

トワークがあります。それぞれの機

関のシステム更改があれば、当然、

当社も対応していかなければいけま

せん。それぞれ相互に影響しあって

いますので複雑な作業となります。

齊藤	 今回の統合は、すこし見方を

変えますと、日本の資産管理の社会

インフラとなることを意味している

と言っても過言ではありません。単

なる巨大な銀行ができるということ

とは違うことだと思います。インフ

ラとしての責務という側面も意識さ

れるのではないでしょうか。

田中	 ご指摘の通り、金融インフラ

を超えて社会的インフラであるとい

社会インフラとしての
自覚
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とめていくことは、極めて難易度の

高い仕事だと思っています。

　統合作業を進める中でも毎日の決

済業務が途切れることはありませ

ん。それをおろそかにするわけに

はいきません。「統合作業があるか

ら、業務を1日止めます」と言える

組織ではありません。そういう意味

で、システム的に見ても非常に難易

度が高いものですし、まずはそこに

経営資源を集中すべき、というのが

私の考えです。

　当社が、お客さまから信頼を得

て、信託業務や常任代理人業務、生

命保険会社からの事務のアウトソー

シング等、預かり資産について、そ

のマーケットシェアを少しずつ伸ば

してきたのは、事務品質が高いこと

への評価だと考えています。その点

において私どもは非常に大きな競争

優位を持っていると自負しており

ます。

　品質が良いということは、事務処

理に誤りがない、事故が少ないこと

はもちろん、お客さまが求めておら

れるようなレポートをタイムリーに

提供できるといったことも、非常に

大事なことです。私どもとしては、

今後もその優位性が揺らぐことがな

いように、しっかりとやっていくと

いうことです。

　事務処理はできて当たり前と一般

の方々には思われがちですが、品質

の維持というテーマも、経営努力を

要することなのです。

齊藤	 ITへの取り組みについてもお

格的に使えるような技術になってい

るかどうかについては、いろいろな

見方があります。

齊藤	 私は資産管理面ではブロック

チェーン技術は非常にマッチしてい

るという気がします。新たなチャレ

ンジができるようになれば、非常に

楽しみな話です。

田中	 そうですね。ただ、証券決済

においては、「信頼できる第三者」

がどうしても必要となるので、その

こととブロックチェーン技術の特徴

とを、どう生かしていくかが、大き

な課題になるわけです。

　ただ、私が申し上げたいことは、

だからといってこうした新しい技術

がわれわれのビジネスの外側にある

とは全く思っていないということで

す。まだまだ私どもが知らないとこ

ろでいろんな技術開発が行われてい

るはずです。そうした新しい技術に

対応するための投資余力を生み出す

ためにも、この経営統合を進めてい

くことが重要だと思っています。

齊藤	 NRIもさまざまな新しい技術

を提供しておりますし、また信託財

産管理面でもいろいろなサービスも

させていただいています。

　ぜひ今後ともあらゆる面でご支

援させていただきたいと思ってお

ります。本日はありがとうございま

した。	 	 	 	 	 	 （文中敬称略）

聞かせください。フィンテックも含

めた新しい金融サービスが勃興して

います。新しい会社の中でIT技術

の取り入れが重要になってくるよう

に思います。

田中	 ITの技術は、まずCPUなど

の半導体チップの性能がムーアの法

則に沿った形で急速に向上しまし

た。また、データ保存のディスクの

容量も幾何級数的に拡大してきまし

た。また、さらに重要なこととし

て、ネットワークの機能も急速に高

まってきました。こうした一連の

ITの基盤技術をめぐる革新が、こ

の20年くらいの間に起こったわけ

です。この技術革新の成果を享受し

てきた業態の一つが、資産管理専門

銀行だと言えます。JTSBもTCSB

も、新しい技術を取り入れつつ、事

務の合理化を進めることで、お客様

の期待に応えてきたと言えます。

　直近では、この3つのトレンドに

加わる形で、いわゆるフィンテック

と呼ばれるような新しい技術が出て

きて、それが銀行業のあり方も変え

るようなインパクトがあるのではな

いかと盛んに議論されています。

　しかし、フィンテック等の新技術

が資産管理のビジネスにどのような

影響を与えるのか、実はまだみえて

いないのが実情です。今の私どもの

ビジネスは、いわゆるB to Bという

範疇にあります。フィンテックはど

ちらかというとB to C、カスタマー

エクスペリエンスの世界です。

　ブロックチェーン技術も日本国内

でもいくつか実証実験が行われ、ア

メリカでも証券決済関係に絡めてい

ろいろトライアルはされています。

しかし、まだ、証券決済の現場で本

ITへの取り組み
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